
第62期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・ 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

・ 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきまして

は、法令および当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト（アドレス 

http://www.yamaichi.co.jp）に掲載することにより株主の皆様へご提供しており

ます。



連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　13社

・連結子会社の名称

株式会社ハイエンプラ

光伸光学工業株式会社

ヤマイチエレクトロニクスＵ．Ｓ．Ａ．,INC.

ヤマイチエレクトロニクスシンガポールPTE LTD

ヤマイチエレクトロニクスドイッチェランドGmbH

ヤマイチエレクトロニクスドイッチェランドマニュファクチャリングGmbH

プライコンマイクロエレクトロニクスINC.

亜洲山一電機工業株式会社

山一電機（香港）有限公司

山一電子（深圳）有限公司

山一電子（上海）有限公司

テストソリューションサービセスINC.

ピーエムアイホールディングINC.

上記のうち、ピーエムアイホールディングINC.については、当連結会計年度にお

いて支配力基準により実質的に支配していると認められる状況となったため、持分

法適用関連会社から連結子会社に変更しております。

②　非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称

ヤマイチエレクトロニクスイタリーs.r.l.

ヤマイチエレクトロニクスグレートブリテンLtd.

ヤマイチエレクトロニクスチュニジアS.A.R.L.

・連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれも小規模であり、全体として連結計算書類に重要な

影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　１社

・関連会社の名称

プローブリーダーCo.,Ltd.
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②　持分法を適用していない非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称

ヤマイチエレクトロニクスイタリーs.r.l.

ヤマイチエレクトロニクスグレートブリテンLtd.

ヤマイチエレクトロニクスチュニジアS.A.R.L.

・持分法を適用しない理由

持分法を適用しない非連結子会社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等はいずれも小規模であり、全体として連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないためであります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち山一電子（深圳）有限公司及び山一電子（上海）有限公司の決算日は

12月31日でありますが、連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく計算書類を使用しております。

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度

に係る計算書類を使用しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの

移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ

時価法

ハ．たな卸資産

主に総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ただし、一部の連結子会社については、先入先出法による原価法を採用

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

主に定率法

一部の連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用しております。

また、当社及び国内連結子会社が平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

つきましては、定額法を採用しております。
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ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、当社及び一部の連結子会社はソフトウェア（自社利用）については、社内

における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上し、在外連結子会社は主に個別債権

のうち回収不能と見込まれる額を計上しております。

ロ．賞与引当金

当社及び一部の連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金

当社は役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金

当社及び一部の連結子会社は、役員（会社法上の取締役以外の執行役員を含む）

の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

なお、当社及び一部の連結子会社は、会社法上の取締役及び監査役に対する役員

退職慰労金制度を廃止しており、役員退職慰労引当金は制度廃止前の在任期間にお

いて旧制度により算出した要支給額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均為替相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分

に含めて計上しております。
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⑤　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用して

おります。また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について振当処理を

採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

長期借入金について金利スワップ取引を採用しております。また、外貨建金銭債

権債務について為替予約取引を採用しております。

ハ．ヘッジ方針

金利スワップ取引について長期借入金に対する金利変動リスクの軽減及び実質的

な調達コストを軽減する目的で採用しております。また、為替予約取引について外

貨建金銭債権債務に対する為替変動リスクを軽減する目的で採用しております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップ及び振当処理によっている為替予約について

有効性の評価を省略しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る資産又は負債の計上基準

退職給付に係る資産又は負債は、主に、従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計

上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、

純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し

ております。

ロ．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法

に変更しております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

３．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

（売上原価、販売費及び一般管理費の区分変更）

　当連結会計年度より一部の連結子会社において、従来、販売費及び一般管理費に計上して

いた設計開発部門の費用を売上原価に計上しております。

　当社グループは、中期経営計画に掲げる「事業構造改革」の一環として、グローバル生産

体制及び販売体制の見直し並びに管理体制の強化に取り組んでおります。その過程で、一部

の連結子会社の設計開発部門の機能や役割について再検討を実施した結果、生産・販売のグ

ローバル化に伴い、研究開発活動より生産活動の比重が高くなっている事実と、今後もその

傾向が強まると見込まれることが明らかとなったため、関連する費用の計上区分を売上原価

に変更しております。

　当該変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の売上原価が528,805千円増加し、

売上総利益が同額減少しております。また、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純

利益はそれぞれ44,454千円増加しております。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物及び構築物 1,459,188千円

土地 3,157,161千円

計 4,616,349千円

②　担保に係る債務

短期借入金 1,841,668千円

長期借入金（１年内返済予定を含む） 798,332千円

計 2,640,000千円
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(2) 有形固定資産の減価償却累計額 30,450,700千円

(3) 債権流動化による売掛債権譲渡高 913,207千円

５．連結損益計算書に関する注記

　負ののれん発生益

　持分法適用関連会社ピーエムアイホールディングINC.を連結子会社としたことにより発

生したものであります。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 23,289,775株 －株 －株 23,289,775株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 764,750株 901,688株 －株 1,666,438株

(注)　自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得901,600株及び単元

未満株式の買取り88株によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成 2 8年６月 2 8日
定 時 株 主 総 会

普通株式 337,875千円 15.00円 平成28年３月31日 平成28年６月29日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に

なるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成29年６月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 432,466千円 20.00円 平成29年３月31日 平成29年６月29日
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図

っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については毎月、時価の把握

を行っております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額（＊２）

時価（＊２） 差 額

(1）現金及び預金 5,729,669千円 5,729,669千円 －千円

(2）受取手形及び売掛金 4,802,338

貸倒引当金（＊１） △13,971

4,788,366 4,788,366 －

(3）投資有価証券

その他有価証券 1,059,251 1,059,251 －

(4）支払手形及び買掛金 (1,868,979) (1,868,979) －

(5）一年内償還予定社債 (35,000) (35,111) 111

(6）短期借入金 (2,835,330) (2,835,330) －

(7）一年内返済予定長期借入金 (732,454) (733,849) 1,395

(8）リース債務（流動負債） (223,690) (223,563) △127

(9）社債 (57,500) (58,019) 519

(10）長期借入金 (737,018) (738,407) 1,389

(11）リース債務（固定負債） (255,439) (255,024) △415

　　(＊１）受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

　　(＊２）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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(注)１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　(1）現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、信用リスク（貸倒引当金）を反映した時価

は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3）投資有価証券

　これらの時価について、取引所の価格によっております。

(4）支払手形及び買掛金、並びに(6）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(5）一年内償還予定社債、(7）一年内返済予定長期借入金、(8）リース債務（流動

負債）、(9）社債、(10）長期借入金、及び(11）リース債務（固定負債）

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の資金調達を行った場合に適

用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(注)２．非連結子会社株式及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額182,785千円）並びに

非上場株式（連結貸借対照表計上額78,614千円）は、市場価格がなく、かつ将来キ

ャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、「(3）投資有価証券」には含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 848円05銭

(2) １株当たり当期純利益 95円53銭
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの

移動平均法による原価法

③　デリバティブ

時価法

④　たな卸資産

・製品・仕掛品・原材料

総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用

しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。
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(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担

額を計上しております。

③　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。

④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。

なお、当事業年度末においては、年金資産の額が退職給付債務に未認識過去勤務

費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超えているため、投資その他の資

産に前払年金費用927,086千円を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

役員（会社法上の取締役以外の執行役員を含む）の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

なお、会社法上の取締役及び監査役については平成19年６月27日付で役員退職慰

労金制度を廃止しており、役員退職慰労引当金は制度廃止前の在任期間において旧

制度により算出した要支給額を計上しております。

(5) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用して

おります。また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について振当処理を

採用しております。
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②　ヘッジ手段とヘッジ対象

長期借入金について金利スワップ取引を採用しております。また、外貨建金銭債

権債務について為替予約取引を採用しております。

③　ヘッジ方針

金利スワップ取引について長期借入金に対する金利変動リスクの軽減及び実質的

な調達コストを軽減する目的で採用しております。また、為替予約取引について外

貨建金銭債権債務に対する為替変動リスクを軽減する目的で採用しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップ及び振当処理によっている為替予約について

有効性の評価を省略しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

　・退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方

法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

　・消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

３．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物 1,459,188千円

土地 3,157,161千円

計 4,616,349千円

②　担保に係る債務

短期借入金 1,841,668千円

長期借入金（１年内返済予定を含む） 798,332千円

計 2,640,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 24,076,317千円

(3) 債権流動化による売掛債権譲渡高 913,207千円

　(4) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）

①　短期金銭債権 3,040,372千円

②　長期金銭債権 129,214千円

③　短期金銭債務 818,398千円

５．損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高

①　売上高 9,427,875千円

②　仕入高 7,538,257千円

③　販売費及び一般管理費 834千円

④　営業取引以外の取引高 1,171,227千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

    自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 764,750株 901,688株 －株 1,666,438株

(注)　自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得901,600株及び単元

未満株式の買取り88株によるものであります。
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動の部

繰延税金資産

　たな卸資産 93,140千円

　前払費用 34,760

　賞与引当金 84,689

　繰越欠損金 261,016

　その他 28,703

　　小計 502,311

　評価性引当額 △115,508

繰延税金資産の純額 386,803

固定の部

繰延税金資産

　貸倒引当金 846,181千円

　役員退職慰労引当金 153

　減損損失 236,043

　関係会社株式 879,246

　ゴルフ会員権等 2,417

　繰越欠損金 1,936,333

　その他 59,219

　　小計 3,959,595

　評価性引当額 △3,932,844

繰延税金資産合計 26,751

繰延税金負債

　前払年金費用 △283,688

　その他有価証券評価差額金 △163,415

　その他 △1,621

繰延税金負債合計 △448,725

繰延税金負債の純額 △421,973

－ 13 －



８．関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
株式会社ハイ
エンプラ

（所有）
直接  90.0

あり
資産の
購入

金 型 の 購 入 423,463 未 払 金 33,094

子会社
ヤマイチエレ
クトロニクス
U.S.A.,INC.

（所有）
直接 100.0

なし
当社製品
の販売

売 上 4,205,752 売 掛 金 772,963

子会社

ヤマイチエレ
クトロニクス
シンガポール
PTE LTD

（所有）
直接 100.0

なし
当社製品
の販売

売 上 1,508,631 売 掛 金 348,635

子会社

ヤマイチエレ
クトロニクス
ドイッチェラ
ンドGmbH

（所有）
直接 100.0

なし

当社製品
の販売及
び 資 金
の貸付

売 上
利 息 の 受 取

1,510,207
1,794

売 掛 金
関係会社短期貸付金
未 収 利 息

359,760
215,622

20

子会社
山一電機（香
港）有限公司

（所有）
直接 100.0

あり

当社製品
の販売、
購入及び
資金の貸
付

売 上
仕 入
利 息 の 受 取

1,423,737
1,333,656

14,811

売 掛 金
買 掛 金
関係会社長期貸付金
未 収 利 息

499,238
149,264

3,004,198
292

子会社

プライコンマ
イクロエレク
ト ロ ニ ク ス
INC.

（所有）
直接 100.0

あり

当社製品
の製造委
託、購入
及び資金
の貸付

仕 入
部品の有償支給
利 息 の 受 取

5,863,339
4,325,643

1,629

買 掛 金
未 収 入 金
関係会社短期貸付金
関係会社長期貸付金
未 収 利 息

489,019
787,918
85,264
191,844

26

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）売上、仕入、部品の有償支給及び金型の購入については、市場実勢を参考に当社が希

望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

(2）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(3）子会社への貸付金に対して、貸倒引当金繰入額145,157千円を計上しております。

(4）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 692円11銭

(2) １株当たり当期純利益 65円05銭
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